
議案第３０号 

 

   大口町税条例の一部改正について 

 

 大口町税条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  平成２２年３月３１日提出 

 

大 口 町 長  森    進 

 

 （提案理由） 

 この案を提出するのは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）等の一部改正に

伴い、個人住民税の扶養控除の見直しに係る措置、たばこ税の税率等、所要の整備

を図るため必要があるからである。 



- 1 - 

   大口町税条例の一部を改正する条例 

 

大口町税条例（昭和３８年大口町条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第２１条各号列記以外の部分中「第３２１条の８第２７項及び第２８項」を「第

３２１条の８第２２項及び第２３項」に改め、同条第２号中「、第５項又は第２４

項」を「又は第１９項」に改め、同条第３号中「第３２１条の８第２７項及び第２

８項」を「第３２１条の８第２２項及び第２３項」に改める。 

第３０条第３項中「同項第１号の２」を「同項第２号」に、「同項第１号の３」

を「同項第３号」に、「同項第２号の均等割額の算定期間又は同項第３号」を「又は

同項第４号」に改める。 

第３５条の３の次に次の２条を加える。 

（個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族申告書） 

第３５条の３の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者（以下この条において「給与所得者」という。）で

町内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項の給与等の

支払者（以下この条において「給与支払者」という。）から毎年最初に給与の支

払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申告書を、当該給与支払者を経由して、町長に提出しなければならない。 

(1) 当該給与支払者の氏名又は名称 

(2) 扶養親族の氏名 

(3) その他施行規則で定める事項 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を提出した給与所得

者で町内に住所を有するものは、その年の中途において当該申告書に記載した事

項について異動を生じた場合には、前項又は法第３１７条の３の２第１項の給与

支払者からその異動を生じた日後最初に給与の支払を受ける日の前日までに、施

行規則で定めるところにより、その異動の内容その他施行規則で定める事項を記

載した申告書を、当該給与支払者を経由して、町長に提出しなければならない。 

３ 前２項の場合において、これらの規定による申告書がその提出の際に経由すべ
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き給与支払者に受理されたときは、その申告書は、その受理された日に町長に提

出されたものとみなす。 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定による申告書の提出の際に経由すべき

給与支払者が所得税法第１９８条第２項に規定する納税地の所轄税務署長の承

認を受けている場合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出に

代えて、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法（電

子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て施行規則で定めるものをいう。次条第４項において同じ。）により提供するこ

とができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用については、同項中

「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「給与支払者に受理

されたとき」とあるのは「給与支払者が提供を受けたとき」と、「受理された日」

とあるのは「提供を受けた日」とする。 

（個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 

第３５条の３の３ 所得税法第２０３条の５第１項の規定により同項に規定する申

告書を提出しなければならない者（以下この条において「公的年金等受給者」と

いう。）で町内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項

の公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」という。）か

ら毎年最初に同項に規定する公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規

則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等

支払者を経由して、町長に提出しなければならない。 

(1) 当該公的年金等支払者の名称 

(2) 扶養親族の氏名 

(3) その他施行規則で定める事項 

２ 前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書を公的年金等支払者

を経由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年

において当該公的年金等支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の３

の３第１項の規定による申告書に記載した事項と異動がないときは、公的年金等
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受給者は、当該公的年金等支払者が所得税法第２０３条の５第２項に規定する国

税庁長官の承認を受けている場合に限り、施行規則で定めるところにより、前項

又は法第３１７条の３の３第１項の規定により記載すべき事項に代えて当該異

動がない旨を記載した前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定による申告

書を提出することができる。 

３ 第１項の場合において、同項の規定による申告書がその提出の際に経由すべき

公的年金等支払者に受理されたときは、その申告書は、その受理された日に町長

に提出されたものとみなす。 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経由すべき公的

年金等支払者が所得税法第２０３条の５第４項に規定する納税地の所轄税務署

長の承認を受けている場合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の

提出に代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電

磁的方法により提供することができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用については、同項中

「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「公的年金等支払者

に受理されたとき」とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」と、「受

理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

第４２条第２項中「及び公的年金等に係る所得」を削り、「前項の規定」を「同

項の規定」に改め、同条第三項中「及び公的年金等に係る所得」を削り、同条中第

５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 第１項の給与所得者が前年中において公的年金等の支払を受けた者であり、か

つ、当該年度の初日において第４５条の２第１項に規定する老齢等年金給付の支

払を受けている年齢６５歳以上の者である場合における前二項の規定の適用に

ついては、これらの規定中「給与所得以外」とあるのは、「給与所得及び公的年

金等に係る所得以外」とする。 

第４３条第１項中「前条第４項」を「前条第５項」に改める。 

第４６条第１項中「第５項、第２４項、第２７項及び第２８項」を「第１９項、

第２２項及び第２３項」に、「第５項、第２４項及び第２８項」を「第１９項及び第
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２３項」に、「同条第２７項」を「同条第２２項」に改め、同条第２項中「第３２１

条の８第２９項」を「第３２１条の８第２４項」に改め、同条第３項中「第３２１

条の８第２７項」を「第３２１条の８第２２項」に、「同条第２６項」を「同条第２

１項」に、「本項」を「この項」に、「、第５項又は第２４項」を「又は第１９項」

に、「同条第２８項」を「同条第２３項」に改め、同条第４項中「、第５項又は第２

４項」を「又は第１９項」に、「同条第２７項」を「同条第２２項」に、「第３２１

条の８第２８項」を「第３２１条の８第２３項」に改め、同条第６項中「第２条第

１２号の７の５」を「第２条第１２号の７の７」に改める。 

第４８条第２項中「、第５項又は第２４項」を「又は第１９項」に、「同条第２

８項」を「同条第２３項」に、「、第４項又は第５項」を「又は第４項」に改め、同

条第３項中「、第５項又は第２４項」を「又は第１９項」に、「本項」を「この項」

に改める。 

第５２条第６項中「、地方開発事業団」を削る。 

第８７条中「３，２９８円」を「４，６１８円」に改める。 

附則第１５条を削り、附則第１５条の２を附則第１５条とする。 

附則第１６条の２第１項中「１，５６４円」を「２，１９０円」に改める。 

附則第１９条の３を次のように改める。 

（非課税口座内上場株式等の譲渡に係る町民税の所得計算の特例） 

第１９条の３ 町民税の所得割の納税義務者が、前年中に租税特別措置法第３７条

の１４第５項第２号に規定する非課税上場株式等管理契約（次項において「非課

税上場株式等管理契約」という。）に基づき同条第１項に規定する非課税口座内

上場株式等（その者が２以上の同条第５項第１号に規定する非課税口座（以下こ

の条において「非課税口座」という。）を有する場合には、それぞれの非課税口

座に係る非課税口座内上場株式等。以下この条において同じ。）の譲渡をした場

合には、令附則第１８条の６の２第３項で定めるところにより、当該非課税口座

内上場株式等の譲渡による事業所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額と

当該非課税口座内上場株式等以外の同法第３７条の１０第２項に規定する株式

等の譲渡による事業所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額とを区分して、
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これらの金額を計算するものとする。 

２ 租税特別措置法第３７条の１４第４項各号に掲げる事由により、非課税口座か

らの非課税口座内上場株式等の一部又は全部の払出し（振替によるものを含む。

以下この項において同じ。）があつた場合には、当該払出しがあつた非課税口座

内上場株式等については、その事由が生じた時に、令附則第１８条の６の２第２

項で定める金額（以下この項において「払出し時の金額」という。）により非課

税上場株式等管理契約に基づく譲渡があつたものと、同法第３７条の１４第４項

第１号に掲げる移管、返還又は廃止による非課税口座内上場株式等の払出しがあ

つた非課税口座を開設し、又は開設していた町民税の所得割の納税義務者につい

ては、当該移管、返還又は廃止による払出しがあつた時に、その払出し時の金額

をもつて当該移管、返還又は廃止による払出しがあつた非課税口座内上場株式等

の数に相当する数の当該非課税口座内上場株式等と同一銘柄の同法第３７条の

１１の３第２項に規定する上場株式等の取得をしたものとそれぞれみなして、前

項及び附則第１９条の規定その他のこの条例の規定を適用する。 

附則第２０条の４の見出を「（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の

町民税の課税の特例）」に改める。 

附則第２０条の４第１項中「租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方

税法の特例等に関する法律」を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び

地方税法の特例等に関する法律」に、「租税条約実施特例法」を「租税条約等実施特

例法」に改め、同条第２項第３号、同条第３項及び同条第５項第３号中「租税条約

実施特例法」を「租税条約等実施特例法」に改め、同条第６項中「租税条約実施特

例法」を「租税条約等実施特例法」に、「租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律」を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人

税法及び地方税法の特例等に関する法律」に改める。 

附則第２０条の５第１項中「租税条約実施特例法」を「租税条約等実施特例法」

に改める。 

  附 則 

（施行期日） 
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第１条 この条例は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 附則第２０条の４及び第２０条の５第１項の改正規定 平成２２年６月１日 

(2) 第２１条各号列記以外の部分、第２号及び第３号、第３０条第３項、第４６

条第１項から第４項まで、第４８条第２項及び第３項並びに第８７条の改正規

定並びに附則第１６条の２第１項の改正規定並びに次条第８項及び附則第４条

の規定 平成２２年１０月１日 

(3)  第３５条の３の次に２条を加える改正規定及び次条第２項から第４項まで

の規定 平成２３年１月１日 

(4)  附則第１９条の３の改正規定及び次条第６項の規定 平成２５年１月１日 

(5)  第５２条第６項の改正規定 地方自治法の一部を改正する法律（平成２２

年法律第   号）の施行の日 

（町民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の大口町税条例（以

下「新条例」という。）の規定中個人の町民税に関する部分は、平成２２年度以

後の年度分の個人の町民税について適用し、平成２１年度分までの個人の町民税

については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３５条の３の２の規定は、平成２３年１月１日以後に提出する同条第

１項及び第２項に規定する申告書について適用する。 

３ 新条例第３５条の３の３の規定は、平成２３年１月１日以後に提出する同条第

１項に規定する申告書について適用する。 

４ 平成２３年中に新条例第３５条の３の３第１項の規定による申告書を提出する

場合においては、同条第２項中「前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定に

よる申告書に記載した事項」とあるのは、「所得税法等の一部を改正する法律（平

成２２年法律第   号）第１条の規定による改正前の所得税法第２０３条の５

第１項の規定による申告書（同条第２項の規定により提出した同条第１項の規定

による申告書を含む。）に記載した事項のうち前項各号又は法第３１７条の３の

３第１項各号に掲げる事項に相当するもの」として同項の規定を適用する。 
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５ 平成２２年度分の個人の町民税についての新条例第４２条第２項（同条第４項

の規定により読み替えて適用する場合を除く。）の規定の適用については、同条

第２項中「給与所得以外の所得に係る所得割額を普通徴収の方法によって徴収さ

れたい旨の記載があるとき」とあるのは、「給与所得及び公的年金等に係る所得

以外の所得に係る所得割額を普通徴収の方法によって徴収されたい旨の記載が

あるとき、又は当該給与所得者の前年中の所得に公的年金等に係る所得がある場

合において平成２２年４月３０日までに給与所得以外の所得に係る所得割額を

普通徴収の方法によって徴収されたい旨の申出があるとき」とする。 

６ 新条例附則第１９条の３の規定は、平成２５年度以後の年度分の個人の町民税

について適用する。 

７ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中法人の町民税に関する部分は、

平成２２年４月１日以後に開始する事業年度分の法人の町民税及び同日以後に

開始する連結事業年度分の法人の町民税について適用し、同日前に開始した事業

年度分の法人の町民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の町民税に

ついては、なお従前の例による。 

８ 新条例第２１条、第３０条、第４６条（同条第６項を除く。）及び第４８条の規

定は、平成２２年１０月１日以後に解散（合併による解散を除く。）が行われた

場合における各事業年度分の法人の町民税及び各連結事業年度分の法人の町民

税について適用し、同日前に解散（合併による解散を除く。）が行われた場合に

おける各事業年度分の法人の町民税及び各連結事業年度分の法人の町民税につ

いては、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

平成２２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２１年度分までの

固定資産税については、なお従前の例による。 

 （町たばこ税に関する経過措置） 

第４条 平成２２年１０月１日（次項及び第３項において「指定日」という。）前に

課した、又は課すべきであった町たばこ税については、なお従前の例による。 
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２ 指定日前に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４６５条第１項の売渡し

又は同条第２項の売渡し若しくは消費等（同法第４６９条第１項第１号及び第２

号に規定する売渡しを除く。）が行われた製造たばこを指定日に販売のため所持

する卸売販売業者等（新条例第８４条第１項に規定する卸売販売業者等をいう。

以下この項及び第６項において同じ。）又は小売販売業者がある場合において、

これらの者が所得税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第   号）附

則第３９条第１項の規定により製造たばこの製造者として当該製造たばこを指

定日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規

定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が卸売販売業者等と

して当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者等である場合には町の区域内に

所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には町の区域内に所在

する当該製造たばこを直接管理する営業所において所持されるものに限る。）を

指定日に町の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡したものとみな

して、これらの者に町たばこ税を課する。この場合における町たばこ税の課税標

準は、当該売り渡したものとみなされる製造たばこの本数とし、次の各号に掲げ

る製造たばこの区分に応じ当該各号に定める税率により町たばこ税を課する。 

(1) 製造たばこ（次号に掲げる製造たばこを除く。） １，０００本につき１，

３２０円 

 (2) 新条例附則第１６条の２第１項に規定する紙巻たばこ １，０００本につき

６２６円 

３ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は営業所ごとに、地方税法施

行規則の一部を改正する省令（平成２２年総務省令第   号）別記第２号様式

による申告書を指定日から起算して１月以内に町長に提出しなければならない。 

４ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成２３年３月３１日までに、その

申告に係る税金を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。第６項にお

いて「施行規則」という。）第３４号の２の５様式による納付書によって納付しな

ければならない。 

５ 第２項の規定により町たばこ税を課する場合には、同項から前項までに規定す
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るもののほか、新条例第２１条、第８６条第２項、第９０条第４項及び第５項並

びに第９３条の規定を適用する。この場合において、新条例第２１条中「第９０

条第１項若しくは第２項、」とあるのは「町税条例の一部を改正する条例（平成２

２年第   号。以下この条及び第２章第４節において「平成２２年改正条例」

という。）附則第４条第４項、」と、同条第２号及び第３号中「第９０条第１項若

しくは第２項」とあるのは「平成２２年改正条例附則第４条第３項」と、新条例

第８６条第２項中「前項」とあるのは「平成２２年改正条例附則第４条第２項」

と、新条例第９０条第４項中「施行規則第３４号の２様式又は第３４号の２の２

様式」とあるのは「地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成２２年総務省

令第   号）別記第２号様式」と、同条第５項中「第１項又は第２項」とある

のは「平成２２年改正条例附則第４条第４項」と、新条例第９３条第２項中「第

９０条第１項又は第２項」とあるのは「平成２２年改正条例附則第４条第４項」

と読み替えるものとする。 

６ 卸売販売業者等が、販売契約の解除その他やむを得ない理由により、町の区域

内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち、第２項の規

定により町たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受けた場合には、

当該町たばこ税に相当する金額を、新条例第９１条の規定に準じて、同条の規定

により当該製造たばこにつき納付された、又は納付されるべき町たばこ税額に相

当する金額に係る控除又は還付に併せて、当該卸売販売業者等に係る町たばこ税

額から控除し、又は当該卸売販売業者等に還付する。この場合において、当該卸

売販売業者等が新条例第９０条第１項から第３項までの規定により町長に提出す

べき申告書には、当該返還に係る製造たばこの品目ごとの数量についての明細を

記載した施行規則第１６号の５様式による書類を添付しなければならない。 



- 10 - 

大口町税条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

（納期限後に納付し又は納入する税金

又は納入金に係る延滞金） 

（納 期 限 後 に 納 付 し又 は 納 入 す る 税 金

又は納入金に係る延滞金） 

第２１条 納税者又は特別徴収義務者は、

第３９条、第４４条、第４４条の２若

しくは第４４条の５（第５１条の７の

２において準用する場合を含む。以下

この条において同じ。）、第４５条の４

第１項 (第４５条の５第３項において

準用する場合を含む。以下この条にお

いて同じ。)、第４６条第１項(法第３

２ １ 条 の ８ 第 ２ ２ 項 及 び 第 ２ ３ 項 の

申告書に係る部分を除く。 )、第５１

条の７、第６１条、第７６条第２項、

第９０条第１項若しくは第２項、第９

４ 条 第 ２ 項 又 は 第 １ ２ ５ 条 第 １ 項 に

規 定 す る 納 期 限 後 に そ の 税 金 を 納 付

し、又は納入金を納入する場合におい

ては、当該税額又は納入金額にその納

期限（納期限の延長のあったときは、

その延長された納期限とする。以下第

１号及び第 2 号において同じ。）の翌

日 か ら 納 付 又 は 納 入 の 日 ま で の 期 間

の日数に応じ、年１４．６パーセント

（ 次 の 各 号 に 掲 げ る 税 額 の 区 分 に 応

じ、当該各号に掲げる期間については

年７．３パーセント）の割合を乗じて

計 算 し た 金 額 に 相 当 す る 延 滞 金 額 を

加算して納付書によって納付し、又は

納 入 書 に よ っ て 納 入 し な け れ ば な ら

ない。 

第２１条 納税者又は特別徴収義務者は、

第３９条、第４４条、第４４条の２若

しくは第４４条の５（第５１条の７の

２において準用する場合を含む。以下

この条において同じ。）、第４５条の４

第１項 (第４ ５条の ５ 第３項 において

準用する場合を含む。以下この条にお

いて同じ。)、第４６条第１項(法第３

２１条の８第２７項及び第２８項の申

告書に係る部分を除く。)、第５１条の

７、第６１条、第７６条第２項、第９

０条第１項若しくは第２項、第９４条

第２項又は第１２５条第１項に規定す

る納期限後にその税金を納付し、又は

納入金を納入する場合においては、当

該税額又は納入金額にその納期限（納

期限の延長のあったときは、その延長

された納期限とする。以下第１号及び

第 2 号において同じ。）の翌日から納付

又 は 納 入 の 日 ま で の 期 間 の 日 数 に 応

じ、年１４．６パーセント（次の各号

に掲げる税額の区分に応じ、当該各号

に掲げる期間については年７．３パー

セント）の割合を乗じて計算した金額

に相当する延滞金額を加算して納付書

によって納付し、又は納入書によって

納入しなければならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 第４６条第１項の申告書（法第３２

１条の８第１項、第２項、第４項又は

第 １ ９ 項 の 規 定 に よ る 申 告 書 に 限

る。）、第９０条第１項若しくは第２項

の 申 告 書 又 は 第 １ ２ ５ 条 第 １ 項 の 申

告書に係る税額（第４号に掲げる税額

を除く。）当該税額に係る納期限の翌

日から１月を経過する日までの期間。 

(2) 第４６条第１項の申告書（法第３２

１条の８第１項、第２項、第４項、第

５項又は第２４項の規定による申告書

に限る。）、第９０条第１項若しくは第

２項の申告書又は第１２５条第１項の

申告書に係る税額（第４号に掲げる税

額を除く。）当該税額に係る納期限の翌

日から１月を経過する日までの期間。 

  (3) 第４６条第１項の申告書（法第３

２１条の８第２２項及び第２３項の申

  (3) 第４６条第１項の申告書（法第３２

１条の８第２７項及び第２８項の申告
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新 旧 

告書を除く。）、第９０条第１項若し

くは第２項の申告書又は第１２５条第

１項の申告書でその提出期限後に提出

したものに係る税額 当該提出した日

までの期間又はその日の翌日から１月

を経過する日までの期間 

書を除く。）、第９０条第１項若しく

は第２項の申告書又は第１２５条第１

項の申告書でその提出期限後に提出し

たものに係る税額 当該提出した日ま

での期間又はその日の翌日から１月を

経過する日までの期間 

(4) 略 (4) 略 

（均等割の税率）  （均等割の税率）  

第３０条 略 第３０条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前項に定める均等割の額は、当該均

等割の額に、法第３１２条第３項第１

号の法人税額の課税標準の算定期間、

同 項 第 ２ 号 の 連 結 事 業 年 度 開 始 の 日

か ら ６ 月 の 期 間 若 し く は 同 項 第 ３ 号

の 連 結 法 人 税 額 の 課 税 標 準 の 算 定 期

間、又は同項第４号の期間中において

事務所、事業所又は寮等を有していた

月 数 を 乗 じ て 得 た 額 を １ ２ で 除 し て

算定するものとする。この場合におけ

る月数は、暦に従って計算し、１月に

満たないときは１月とし、１月に満た

ない端数を生じたときは切り捨てる。 

３ 前項に定める均等割の額は、当該均

等割の額に、法第３１２条第３項第１

号の法人税額の課税標準の算定期間、

同項第１号の２の連結事業年度開始の

日から６月の期間若しくは同項第１号

の３の連結法人税額の課税標準の算定

期間、同項第２号の均等割額の算定期

間又は同項第３号の期間中において事

務所、事業所又は寮等を有していた月

数を乗じて得た額を１２で除して算定

するものとする。この場合における月

数は、暦に従って計算し、１月に満た

ないときは１月とし、１月に満たない

端数を生じたときは切り捨てる。 

（個人の町民税に係る給与所得者の扶養親

族申告書） 

 

第３５条の３の２ 所得税法第１９４条第１

項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者（以下この条にお

いて「給与所得者」という。）で町内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際に

経由すべき同項の給与等の支払者（以下こ

の条において「給与支払者」という。）から

毎年最初に給与の支払を受ける日の前日ま

でに、施行規則で定めるところにより、次

に掲げる事項を記載した申告書を、当該給

与支払者を経由して、町長に提出しなけれ

ばならない。 

 

(1) 当該給与支払者の氏名又は名称  

(2) 扶養親族の氏名  

(3) その他施行規則で定める事項  

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の  
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規定による申告書を提出した給与所得者で

町内に住所を有するものは、その年の中途

において当該申告書に記載した事項につい

て異動を生じた場合には、前項又は法第３

１７条の３の２第１項の給与支払者からそ

の異動を生じた日後最初に給与の支払を受

ける日の前日までに、施行規則で定めると

ころにより、その異動の内容その他施行規

則で定める事項を記載した申告書を、当該

給与支払者を経由して、町長に提出しなけ

ればならない。 

３ 前２項の場合において、これらの規定に

よる申告書がその提出の際に経由すべき給

与支払者に受理されたときは、その申告書

は、その受理された日に町長に提出された

ものとみなす。 

 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定

による申告書の提出の際に経由すべき給与

支払者が所得税法第１９８条第２項に規定

する納税地の所轄税務署長の承認を受けて

いる場合には、施行規則で定めるところに

より、当該申告書の提出に代えて、当該給

与支払者に対し、当該申告書に記載すべき

事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使

用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって施行規則で定めるものを

いう。次条第４項において同じ。）により提

供することができる。 

 

５ 前項の規定の適用がある場合における第

３項の規定の適用については、同項中「申

告書が」とあるのは「申告書に記載すべき

事項を」と、「給与支払者に受理されたとき」

とあるのは「給与支払者が提供を受けたと

き」と、「受理された日」とあるのは「提供

を受けた日」とする。 

 

（個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶

養親族申告書） 

 

第３５条の３の３ 所得税法第２０３条の５

第１項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者（以下この条

において「公的年金等受給者」という。）で

町内に住所を有するものは、当該申告書の
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提出の際に経由すべき同項の公的年金等の

支払者（以下この条において「公的年金等

支払者」という。）から毎年最初に同項に規

定する公的年金等の支払を受ける日の前日

までに、施行規則で定めるところにより、

次に掲げる事項を記載した申告書を、当該

公的年金等支払者を経由して、町長に提出

しなければならない。 

(1) 当該公的年金等支払者の名称  

(2) 扶養親族の氏名  

(3) その他施行規則で定める事項  

２ 前項又は法第３１７条の３の３第１項の

規定による申告書を公的年金等支払者を経

由して提出する場合において、当該申告書

に記載すべき事項がその年の前年において

当該公的年金等支払者を経由して提出した

前項又は法第３１７条の３の３第１項の規

定による申告書に記載した事項と異動がな

いときは、公的年金等受給者は、当該公的

年金等支払者が所得税法第２０３条の５第

２項に規定する国税庁長官の承認を受けて

いる場合に限り、施行規則で定めるところ

により、前項又は法第３１７条の３の３第

１項の規定により記載すべき事項に代えて

当該異動がない旨を記載した前項又は法第

３１７条の３の３第１項の規定による申告

書を提出することができる。 

 

３ 第１項の場合において、同項の規定によ

る申告書がその提出の際に経由すべき公的

年金等支払者に受理されたときは、その申

告書は、その受理された日に町長に提出さ

れたものとみなす。 

 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定によ

る申告書の提出の際に経由すべき公的年金

等支払者が所得税法第２０３条の５第４項

に規定する納税地の所轄税務署長の承認を

受けている場合には、施行規則で定めると

ころにより、当該申告書の提出に代えて、

当該公的年金等支払者に対し、当該申告書

に記載すべき事項を電磁的方法により提供

することができる。 
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 ５ 前項の規定の適用がある場合における第  
３項の規定の適用については、同項中「申

告書が」とあるのは「申告書に記載すべき

事項を」と、「公的年金等支払者に受理され

たとき」とあるのは「公的年金等支払者が

提供を受けたとき」と、「受理された日」と

あるのは「提供を受けた日」とする。 

 

（給与所得に係る個人の町民税の特別

徴収） 

（給与所得に係る個人の町民税の特別

徴収） 

第４２条 略 第４２条 略 

２ 前項の納税義務者について、当該納

税義務者の前年中の所得に給与所得  

  以 外 の 所 得 が あ る 場 合 に お い て

は、当該給与所得   以外の所得に

か か る 所 得 割 額 を 同 項 の 規 定 に よ っ

て 特 別 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収 す べ

き 給 与 所 得 に か か る 所 得 割 額 及 び 均

等 割 額 の 合 算 額 に 加 算 し て 特 別 徴 収

の方法によって徴収する。ただし、第

３ ５ 条 の ２ 第 １ 項 の 申 告 書 に 給 与 所

得    以 外 の 所 得 に か か る 所 得 割

額 を 普 通 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収 さ

れたい旨の記載があるときは、この限

りでない。 

２ 前項の納税義務者について、当該納

税義務者の前年中の所得に給与所得及

び公的年金等に係る所得以外の所得が

ある場合においては、当該給与所得及

び公的年金等に係る所得以外の所得に

かかる所得割額を前項の規定によって

特別徴収の方法によって徴収すべき給

与所得にかかる所得割額及び均等割額

の合算額に加算して特別徴収の方法に

よって徴収する。ただし、第３５条の

２第１項の申告書に給与所得及び公的

年金等に係る所得以外の所得にかかる

所得割額を普通徴収の方法によって徴

収されたい旨の記載があるときは、こ

の限りでない。 

 ３  前 項 本 文 の 規 定 に よ っ て 給 与 所 得

者 の 給 与 所 得    以 外 の 所 得 に 係

る 所 得 割 額 を 特 別 徴 収 の 方 法 に よ っ

て徴収することとなった後において、

当該給与所得者について給与所得   

 以 外 の 所 得 に 係る所 得 金 額 の 全 部

又 は 一 部 を 特 別 徴収の 方 法 に よ っ て

徴 収 す る こ と が 適当で な い と 認 め ら

れ る 特 別 の 事 情 が生じ た た め 当 該 給

与 所 得 者 か ら 給 与所得    以 外 の

所 得 に 係 る 所 得 割額の 全 部 又 は 一 部

を 普 通 徴 収 の 方 法によ り 徴 収 す る こ

と と さ れ た い 旨 の申し 出 が あ っ た 場

合 で そ の 事 情 が やむを 得 な い と 認 め

られるときは、町長は、当該特別徴収

の方法によって徴収すべき給与所得  

    以外の所得に係る所得割額でま

 ３ 前項本文の規定によって給与所得者

の給与所得及び公的年金等に係る所得

以外の所得に係る所得割額を特別徴収

の方法によって徴収することとなった

後において、当該給与所得者について

給与所得及び公的年金等に係る所得以

外の所得に係る所得金額の全部又は一

部を特別徴収の方法によって徴収する

ことが適当でないと認められる特別の

事情が生じたため当該給与所得者から

給与所得及び公的年金等に係る所得以

外の所得に係る所得割額の全部又は一

部を普通徴収の方法により徴収するこ

ととされたい旨の申し出があった場合

でその事情がやむを得ないと認められ

るときは、町長は、当該特別徴収の方

法によって徴収すべき給与所得及び公
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だ特別徴収により徴収していない額の全

部又は一部を普通徴収の方法により徴収

するものとする。 

的年金等に係る所得以外の所得に係る

所得割額でまだ特別徴収により徴収し

ていない額の全部又は一部を普通徴収

の方法により徴収するものとする。 

 ４ 第１項の給与所得者が前年中において公的

年金等の支払を受けた者であり、かつ、当該

年度の初日において第４５条の２第１項に規

定する老齢等年金給付の支払を受けている年

齢６５歳以上の者である場合における前２項

の規定の適用については、これらの規定中「給

与所得以外」とあるのは、「給与所得及び公的

年金等に係る所得以外」とする。 

  

 ５ 略  ４ 略 

 ６ 略  ５ 略 

（給与所得に係る特別徴収義務者の指

定等） 

（給 与 所 得 に 係 る 特別 徴 収 義 務 者 の 指

定等） 

第４３条 前条第１項から第３項までの

規 定 に よ る 特 別 徴 収 に 係 る 町 民 税 の

特別徴収義務者は、当該年度の初日に

お い て 同 条 第 １ 項 の 納 税 義 務 者 に 対

して給与の支払をする者（法人でない

社 団 ま た は 財 団 で 代 表 者 ま た は 管 理

人 の 定 め の あ る も の を 含 む 。 以 下 同

じ。）（他の市町村内において給与の支

払をする者を含む。以下同じ。）で所

得 税 法 第 １ ８ ３ 条 の 規 定 に よ っ て 給

与 の 支 払 を す る 際 所 得 税 を 徴 収 し て

納付する義務があるものとし、前条第

５ 項 の 規 定 に よ る 特 別 徴 収 に 係 る 町

民税の特別徴収義務者は、同項の当該

給 与 所 得 者 に 対 し て 新 た に 給 与 の 支

払をする者となったものとする。 

第４３条 前 条 第 １ 項か ら 第 ３ 項 ま で の

規定による特別徴収に係る町民税の特

別徴収義務者は、当該年度の初日にお

いて同条第１項の納税義務者に対して

給与の支払をする者（法人でない社団

または財団で代表者または管理人の定

めのあるものを含む。以下同じ。）（他

の市町村内において給与の支払をする

者を含む。以下同じ。）で所得税法第１

８３条の規定によって給与の支払をす

る際所得税を徴収して納付する義務が

あるものとし、前条第４項の規定によ

る特別徴収に係る町民税の特別徴収義

務者は、同項の当該給与所得者に対し

て新たに給与の支払をする者となった

ものとする。 

２ 略 ２ 略 

（法人の町民税の申告納付） （法人の町民税の申告納付） 

第４６ 条  町民 税を 申告納 付す る義務

がある法人は、法第３２１条の８第１

項、第２項、第４項、第１９項、第２

２ 項 及 び 第 ２ ３項 の規 定 に よ る 申 告

書を、同条第１項、第２項、第４項、

第 １ ９ 項 及 び 第２ ３項 の 申 告 納 付 に

あ っ て は そ れ ぞれ これ ら の 規 定 に よ

第 ４ ６ 条  町 民 税 を 申 告 納 付 す る 義 務

がある法人は、法第３２１条の８第１

項、第２項、第４項、第５項、第２４

項、第２７項及び第２８項の規定によ

る申告書を、同条第１項、第２項、第

４項、第５項、第２４項及び第２８項

の 申 告 納 付 に あ っ て は そ れ ぞ れ こ れ
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る納期限までに、同条第２２項の申告

納 付 に あ っ て は遅 滞な く 町 長 に 提 出

し、及びその申告に係る税金又は同条

第 １ 項 後 段 及 び第 ３項 の 規 定 に よ っ

て 提 出 が あ っ たも のと み な さ れ る 申

告 書 に 係 る 税 金を 施行 規 則 第 ２ ２ 号

の ４ 様 式 に よ る納 付書 に よ っ て 納 付

しなければならない。 

らの規定による納期限までに、同条第

２ ７ 項 の 申 告 納 付 に あ っ て は 遅 滞 な

く町長に提出し、及びその申告に係る

税 金 又 は 同 条 第 １ 項 後 段 及 び 第 ３ 項

の 規 定 に よ っ て 提 出 が あ っ た も の と

み な さ れ る 申 告 書 に 係 る 税 金 を 施 行

規 則 第 ２ ２ 号 の ４ 様 式 に よ る 納 付 書

によって納付しなければならない。 

 ２ 法 の 施 行 地 に 主 た る 事 務 所 若 し く

は 事 業 所 を 有 す る 法 人 又 は 外 国 法 人

が、法の施行地外にその源泉がある所

得について、外国の法人税等を課され

た場合においては、法第３２１条の８

第 ２ ４ 項 及 び 令 第 ４ ８ 条 の １ ３ に 規

定するところにより、控除すべき額を

前 項 の 規 定 に よ り 申 告 納 付 す べ き 法

人税割額から控除する。 

 ２ 法の施行地に主たる事務所若しくは

事業所を有する法人又は外国法人が、

法の施行地外にその源泉がある所得に

ついて、外国の法人税等を課された場

合においては、法第３２１条の８第２

９項及び令第４８条の１３に規定する

ところにより、控除すべき額を前項の

規定により申告納付すべき法人税割額

から控除する。 

３  法 第 ３ ２ １ 条 の８ 第 ２ ２ 項 の 申 告

書（同条第２１項の規定による申告書

を含む。以下この項において同じ。）

に 係 る 税 金 を 納 付 す る 場 合 に お い て

は、当該税額に、当該税金に係る同条

第１項、第２項、第４項又は第１９項

の納期限（納期限の延長があったとき

は、その延長された納期限とする。）

の 翌 日 か ら 納 付 の 日 ま で の 期 間 の 日

数に応じ、当該税額に年１４．６パー

セント（申告書を提出した日（同条第

２ ３ 項 の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 で 当

該 申 告 書 が そ の 提 出 期 限 前 に 提 出 さ

れたときは、当該提出期限）までの期

間 又 は そ の 期 間 の 末 日 の 翌 日 か ら １

月 を 経 過 す る 日 ま で の 期 間 に つ い て

は、年７．３パーセント）の割合を乗

じ て 計 算 し た 金 額 に 相 当 す る 延 滞 金

額 を 加 算 し て 施 行 規 則 第 ２ ２ 号 の ４

様 式 に よ る 納 付 書 に よ っ て 納 付 し な

ければならない。 

３ 法第３２１条の８第２７項の申告書

（同条第２６項の規定による申告書を

含む。以下本項において同じ。）に係る

税金を納付する場合においては、当該

税額に、当該税金に係る同条第１項、

第２項、第４項、第５項又は第２４項

の納期限（納期限の延長があったとき

は、その延長された納期限とする。）の

翌日から納付の日までの期間の日数に

応じ、当該税額に年１４．６パーセン

ト（申告書を提出した日（同条第２８

項の規定の適用がある場合で当該申告

書がその提出期限前に提出されたとき

は、当該提出期限）までの期間又はそ

の期間の末日の翌日から１月を経過す

る日までの期間については、年７．３

パーセント）の割合を乗じて計算した

金額に相当する延滞金額を加算して施

行規則第２２号の４様式による納付書

によって納付しなければならない。 

 ４ 前項の場合において、法人が法第３

２１条の８第１項、第２項、第４項又

は第１９項の申告書を提出した日（当

該 申 告 書 が そ の 提 出 期 限 前 に 提 出 さ

 ４ 前項の場合において、法人が法第３

２１条の８第１項、第２項、第４項、

第５項又は第２４項の申告書を提出し

た日（当該申告書がその提出期限前に
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れ た 場 合 に は 、 当 該 申 告 書 の 提 出 期

限）の翌日から１年を経過する日後に

同 条 第 ２ ２ 項 の 申 告 書 を 提 出 し た と

きは、詐偽その他不正の行為により町

民 税 を 免 れ た 法 人 が 法 第 ３ ２ １ 条 の

１ １ 第 １ 項 又 は 第 ３ 項 の 規 定 に よ る

更 正 が あ る べ き こ と を 予 知 し て 当 該

申告書を提出した場合を除き、当該１

年 を 経 過 す る 日 の 翌 日 か ら 当 該 申 告

書を提出した日（法第３２１条の８第

２ ３ 項 の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 で 当

該 申 告 書 が そ の 提 出 期 限 前 に 提 出 さ

れたときは、当該申告書の提出期限）

までの期間は、延滞金の計算の基礎と

なる期間から控除する。 

提出された場合には、当該申告書の提

出期限）の翌日から１年を経過する日

後に同条第２７項の申告書を提出した

ときは、詐偽その他不正の行為により

町民税を免れた法人が法第３２１条の

１１第１項又は第３項の規定による更

正があるべきことを予知して当該申告

書を提出した場合を除き、当該１年を

経過する日の翌日から当該申告書を提

出した日（法第３２１条の８第２８項

の規定の適用がある場合で当該申告書

が そ の 提 出 期 限 前 に 提 出 さ れ た と き

は、当該申告書の提出期限）までの期

間は、延滞金の計算の基礎となる期間

から控除する。 

 ５ 略  ５ 略 

 ６ 法人税法第８１条の２２第１項の規

定 に よ っ て 法 人 税 に 係 る 申 告 書 を 提

出 す る 義 務 が あ る 法 人 で 同 法 第 ８ １

条 の ２ ４ 第 １ 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け

ているものが、同条第４項の規定の適

用を受ける場合には、当該法人及び当

該法人との間に連結完全支配関係（同

法 第 ２ 条 第 １ ２ 号 の ７ の ７ に 規 定 す

る連結完全支配関係をいう。第４８条

第 ３ 項 及 び 第 ５ ０ 条 第 ２ 項 に お い て

同じ。）がある連結子法人（同法第２

条 第 １ ２ 号 の ７ の ３ に 規 定 す る 連 結

子法人をいう。第４８条第３項及び第

５０条第２項において同じ。）（連結申

告法人（同法第２条第１６号に規定す

る連結申告法人をいう。第５０条第２

項において同じ。）に限る。）について

は、同法第８１条の２４第４項の規定

の 適 用 に 係 る 当 該 申 告 書 に 係 る 連 結

法人税額（法第３２１条の８第４項に

規定する連結法人税額をいう。以下本

項 及 び 第 ５ ０ 条 第 ２ 項 に お い て 同

じ。）の課税標準の算定期間（当該法

人 の 連 結 事 業 年 度 に 該 当 す る 期 間 に

限る。第５０条第２項において同じ。）

に限り、当該連結法人税額に係る個別

 ６ 法人税法第８１条の２２第１項の規

定によって法人税に係る申告書を提出

する義務がある法人で同法第８１条の

２４第１項の規定の適用を受けている

ものが、同条第４項の規定の適用を受

ける場合には、当該法人及び当該法人

との間に連結完全支配関係（同法第２

条第１２号の７の５に規定する連結完

全支配関係をいう。第４８条第３項及

び第５０条第２項において同じ。）があ

る連結子法人（同法第２条第１２号の

７の３に規定する連結子法人をいう。

第４８条第３項及び第５０条第２項に

おいて同じ。）（連結申告法人（同法第

２条第１６号に規定する連結申告法人

を い う 。 第 ５ ０ 条 第 ２ 項 に お い て 同

じ。）に限る。）については、同法第８

１条の２４第４項の規定の適用に係る

当該申告書に係る連結法人税額（法第

３２１条の８第４項に規定する連結法

人税額をいう。以下本項及び第５０条

第２項において同じ。）の課税標準の算

定期間（当該法人の連結事業年度に該

当する期間に限る。第５０条第２項に

おいて同じ。）に限り、当該連結法人税

額に係る個別帰属法人税額を課税標準
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帰 属 法 人 税 額 を 課 税 標 準 と し て 算 定

し た 法 人 税 割 額 及 び こ れ と 併 せ て 納

付すべき均等割額については、当該連

結 法 人 税 額 に つ い て 法 人 税 法 第 ８ １

条 の ２ ４ 第 １ 項 の 規 定 の 適 用 が な い

ものとみなして、第２０条の２の規定

を適用することができる。 

として算定した法人税割額及びこれと

併 せ て 納 付 す べ き 均 等 割 額 に つ い て

は、当該連結法人税額について法人税

法第８１条の２４第１項の規定の適用

がないものとみなして、第２０条の２

の規定を適用することができる。 

（法人の町民税に係る不足税額の納付

の手続） 

（法 人 の 町 民 税 に 係る 不 足 税 額 の 納 付

の手続） 

第４８条 略 第４８条 略 

２ 前項の場合においては、その不足税

額 に 法 第 ３ ２ １ 条 の ８ 第 １ 項 、 第 ２

項、第４項又は第１９項の納期限（同

条 第 ２ ３ 項 の 申 告 納 付 に 係 る 法 人 税

割 に 係 る 不 足 税 額 に つ い て も 同 条 第

１項、第２項又は第４項の納期限によ

るものとする。なお、納期限の延長が

あったときは、その延長された納期限

とする。）の翌日から納付の日までの

期間の日数に応じ、年１４．６パーセ

ント（前項の納期限までの期間又は当

該 納 期 限 の 翌 日 か ら １ 月 を 経 過 す る

日 ま で の 期 間 に つ い て は 、 年 ７ ． ３

パーセント）の割合を乗じて計算した

金 額 に 相 当 す る 延 滞 金 額 を 加 算 し て

納付しなければならない。 

２ 前項の場合においては、その不足税

額に法第３２１条の８第１項、第２項、

第４項、第５項又は第２４項の納期限

（同条第２８項の申告納付に係る法人

税割に係る不足税額についても同条第

１項、第２項、第４項又は第５項の納

期限によるものとする。なお、納期限

の延長があったときは、その延長され

た納期限とする。）の翌日から納付の日

までの期間の日数に応じ、年１４．６

パーセント（前項の納期限までの期間

又は当該納期限の翌日から１月を経過

する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合を乗じて計算し

た金額に相当する延滞金額を加算して

納付しなければならない。 

 ３ 前項の場合において、法第３２１条

の １ １ 第 １ 項 又 は 第 ３ 項 の 規 定 に よ

る 更 正 の 通 知 を し た 日 が 法 第 ３ ２ １

条の８第１項、第２項、第４項又は第

１９項の申告書を提出した日（当該申

告 書 が そ の 提 出 期 限 前 に 提 出 さ れ た

場合には、当該申告書の提出期限）の

翌 日 か ら １ 年 を 経 過 す る 日 後 で あ る

ときは、詐偽その他不正の行為により

町民税を免れた場合を除き、当該１年

を 経 過 す る 日 の 翌 日 か ら 当 該 通 知 を

した日（法人税に係る修正申告書を提

出し、又は法人税に係る更正若しくは

決定がされたこと（同条第２項又は第

４ 項 の 申 告 書 を 提 出 す べ き 法 人 が 連

結子法人の場合にあっては、当該連結

 ３ 前項の場合において、法第３２１条

の１１第１項又は第３項の規定による

更正の通知をした日が法第３２１条の

８第１項、第２項、第４項、第５項又

は第２４項の申告書を提出した日（当

該申告書がその提出期限前に提出され

た場合には、当該申告書の提出期限）

の翌日から１年を経過する日後である

ときは、詐偽その他不正の行為により

町民税を免れた場合を除き、当該１年

を経過する日の翌日から当該通知をし

た日（法人税に係る修正申告書を提出

し、又は法人税に係る更正若しくは決

定がされたこと（同条第２項又は第４

項の申告書を提出すべき法人が連結子

法人の場合にあっては、当該連結子法
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子 法 人 と の 間 に 連 結 完 全 支 配 関 係 が

ある連結親法人（法人税法第２条第１

２ 号 の ７ の ２ に 規 定 す る 連 結 親 法 人

をいう。以下この項において同じ。）

若 し く は 連 結 完 全 支 配 関 係 が あ っ た

連 結 親 法 人 が 法 人 税 に 係 る 修 正 申 告

書を提出し、又は法人税に係る更正若

しくは決定を受けたこと）による更正

に係るものにあっては、当該修正申告

書 を 提 出 し た 日 又 は 国 の 税 務 官 署 が

更正若しくは決定の通知をした日）ま

での期間は、延滞金の計算の基礎とな

る期間から控除する。 

人との間に連結完全支配関係がある連

結親法人（法人税法第２条第１２号の

７の２に規定する連結親法人をいう。

以下本項において同じ。）若しくは連結

完全支配関係があった連結親法人が法

人税に係る修正申告書を提出し、又は

法人税に係る更正若しくは決定を受け

たこと）による更正に係るものにあっ

ては、当該修正申告書を提出した日又

は国の税務官署が更正若しくは決定の

通知をした日）までの期間は、延滞金

の 計 算 の 基 礎 と な る 期 間 か ら 控 除 す

る。 

（固定資産税の納税義務者等） （固定資産税の納税義務者等） 

第５２条 略 第５２条 略 

２～５ 略 ２～５ 略 

６ 公有水面埋立法（大正１０年法律第

５７号）第２３条第１項の規定によっ

て使用する埋立地若しくは干拓地（以

下 こ の 項 に お い て 「 埋 立 地 等 」 と い

う。）又は国が埋立て若しくは干拓に

よって造成する埋立地等（同法第４２

条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 竣 工 通 知 前 の

埋立地等に限る。以下この項において

同じ。）で工作物を設置し、その他土

地 を 使 用 す る 場 合 と 同 様 の 状 態 で 使

用されているもの（埋立て又は干拓に

関 す る 工 事 に 関 し て 使 用 さ れ て い る

ものを除く。）についても、これらの

埋立地等をもって土地とみなし、これ

らの埋立地等のうち、都道府県、市町

村、特別区、これらの組合、財産区  

  及び合併特例区（以下この項にお

いて「都道府県等」という。）以外の

者 が 同 法 第 ２ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に

よって使用する埋立地等にあっては、

当 該 埋 立 地 等 を 使 用 す る 者 を も っ て

当 該 埋 立 地 等 に 係 る 第 １ 項 の 所 有 者

とみなし、都道府県等が同条第１項の

規定によって使用し、又は国が埋立て

若 し く は 干 拓 に よ っ て 造 成 す る 埋 立

地等にあっては、都道府県等又は国が

６ 公有水面埋立法（大正１０年法律第

５７号）第２３条第１項の規定によっ

て使用する埋立地若しくは干拓地（以

下この項において「埋立地等」という。）

又は国が埋立て若しくは干拓によって

造成する埋立地等（同法第４２条第２

項の規定による竣工通知前の埋立地等

に限る。以下この項において同じ。）で

工作物を設置し、その他土地を使用す

る場合と同様の状態で使用されている

もの（埋立て又は干拓に関する工事に

関して使用されているものを除く。）に

ついても、これらの埋立地等をもって

土地とみなし、これらの埋立地等のう

ち、都道府県、市町村、特別区、これ

らの組合、財産区、地方開発事業団及

び合併特例区（以下この項において「都

道府県等」という。）以外の者が同法第

２３条第１項の規定によって使用する

埋立地等にあっては、当該埋立地等を

使用する者をもって当該埋立地等に係

る第１項の所有者とみなし、都道府県

等 が 同 条 第 １ 項 の 規 定 に よ っ て 使 用

し 、 又 は 国 が 埋 立 て 若 し く は 干 拓 に

よって造成する埋立地等にあっては、

都道府県等又は国が当該埋立地等を都
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当 該 埋 立 地 等 を 都 道 府 県 等 又 は 国 以

外の者に使用させている場合に限り、

当該埋立地等を使用する者（土地改良

法 第 ８ ７ 条 の ２ 第 １ 項 の 規 定 に よ り

国 又 は 都 道 府 県 が 行 う 同 項 第 １ 号 の

事 業 に よ り 造 成 さ れ た 埋 立 地 等 を 使

用 す る も の で 令 第 ４ ９ 条 の ２ に 規 定

するものを除く。）をもって当該埋立

地等に係る第１項の所有者とみなす。 

道府県等又は国以外の者に使用させて

いる場合に限り、当該埋立地等を使用

する者（土地改良法第８７条の２第１

項の規定により国又は都道府県が行う

同項第１号の事業により造成された埋

立地等を使用するもので令第４９条の

２に規定するものを除く。）をもって当

該埋立地等に係る第１項の所有者とみ

なす。 

（たばこ税の税率） （たばこ税の税率） 

第８７条 たばこ税の税率は、１，００

０本につき４，６１８円とする。 

第８７条 たばこ税の税率は、１，００

０本につき３，２９８円とする。 

   附 則    附 則 

 （読替規定）  

 第 １ ５ 条  法 附 則 第 ３ １ 条 の ２ 第 １ 項

の 規 定 の 適 用 が あ る 土 地 に 係 る 特 別

土地保有税については、第１２２条中

「又は第５８７条第２項」とあるのは

「 若 し く は 第 ５ ８ ７ 条 第 ２ 項 又 は 法

附則第３１条の２第１項」とする。  

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第１５条 第１５条の２ 略 

２～５ 略 ２～５ 略 

（たばこ税の税率の特例） （たばこ税の税率の特例） 

 第 １ ６ 条 の ２  た ば こ 事 業 法 附 則 第 ２

条の規定による廃止前の製造たばこ

定価法（昭和４０年法律第１２２号）

第１条第１項に規定する紙巻たばこ

３級品の当該廃止の時における品目

と同一である喫煙用の紙巻たばこに

係るたばこ税の税率は、第８７条の規

定にかかわらず、当分の間、１，００

０本につき２，１９０円とする。 

 第１６条の２ たばこ事業法附則第２条

の 規 定 に よ る 廃 止 前 の 製 造 た ば こ 定

価法（昭和４０年法律第１２２号）第

１ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 紙 巻 た ば こ ３

級 品 の 当 該 廃 止 の 時 に お け る 品 目 と

同 一 で あ る 喫 煙 用 の 紙 巻 た ば こ に 係

るたばこ税の税率は、第８７条の規定

にかかわらず、当分の間、１，０００

本につき１，５６４円とする。 

２ 略 ２ 略 

 （非課税口座内上場株式等の譲渡に係る町民税

の所得計算の特例） 

 

第１９条の３ 町民税の所得割の納税義務者

が、前年中に租税特別措置法第３７条の１４

第５項第２号に規定する非課税上場株式等管

理契約（次項において「非課税上場株式等管

理契約」という。）に基づき同条第１項に規定

第１９条の３ 削除 
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する非課税口座内上場株式等（その者が２以

上の同条第５項第１号に規定する非課税口座

（以下この条において「非課税口座」という。）

を有する場合には、それぞれの非課税口座に

係る非課税口座内上場株式等。以下この条に

おいて同じ。）の譲渡をした場合には、令附則

第１８条の６の２第３項で定めるところによ

り、当該非課税口座内上場株式等の譲渡によ

る事業所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所

得の金額と当該非課税口座内上場株式等以外

の同法第３７条の１０第２項に規定する株式

等の譲渡による事業所得の金額、譲渡所得の

金額又は雑所得の金額とを区分して、これら

の金額を計算するものとする。 

２ 租税特別措置法第３７条の１４第４項各号

に掲げる事由により、非課税口座からの非課

税口座内上場株式等の一部又は全部の払出し

（振替によるものを含む。以下この項におい

て同じ。）があつた場合には、当該払出しがあ

つた非課税口座内上場株式等については、そ

の事由が生じた時に、令附則第１８条の６の

２第２項で定める金額（以下この項において

「払出し時の金額」という。）により非課税上

場株式等管理契約に基づく譲渡があつたもの

と、同法第３７条の１４第４項第１号に掲げ

る移管、返還又は廃止による非課税口座内上

場株式等の払出しがあつた非課税口座を開設

し、又は開設していた町民税の所得割の納税

義務者については、当該移管、返還又は廃止

による払出しがあつた時に、その払出し時の

金額をもつて当該移管、返還又は廃止による

払出しがあつた非課税口座内上場株式等の数

に相当する数の当該非課税口座内上場株式等

と同一銘柄の同法第３７条の１１の３第２項

に規定する上場株式等の取得をしたものとそ

れぞれみなして、前項及び附則第１９条の規

定その他のこの条例の規定を適用する。 

 

（条約適用利子等及び条約適用配当等

に係る個人の町民税の課税の特例）  

（租税条約の実施に伴う所得税法、法

人税法及び地方税法の特例等に関する

法律関係）  

第 ２ ０ 条 の ４  所 得 割 の 納 税 義 務 者 が

支 払 を 受 け る ベ き 租 税 条 約 等 の 実 施

第２０条の４ 所得割の納税義務者が支

払を受けるベき租税条約の実施に伴う
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に伴う所得税法、法人税法及び地方税

法の特例等に関する法律（昭和４４年

法律第４６号。以下「租税条約等実施

特例法」という。）第３条の２の２第

１ ０ 項 に 規 定 す る 条 約 適 用 利 子 等 に

ついては、第３２条及び第３３条の３

の規定にかかわらず、他の所得と区分

し、その前年中の同項に規定する条約

適用利子等の額（以下この項において

「条約適用利子等の額」という。）に

対し、条約適用利子等の額（次項第１

号 の 規 定 に よ り 読 み 替 え ら れ た 第 ３

３ 条 の ２ の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 に

は、その適用後の金額）に１００分の

５ の 税 率 か ら 同 法 第 ３ 条 の ２ の ２ 第

１項に規定する限度税率（第３項にお

いて「限度税率」という。）を控除し

て 得 た 率 に ５ 分 の ３ を 乗 じ て 得 た 率

（ 当 該 納 税 義 務 者 が 同 条 第 ３ 項 の 規

定の適用を受ける場合には、１００分

の３の税率）を乗じて計算した金額に

相当する町民税の所得割を課する。 

所得税法、法人税法及び地方税法の特

例等に関する法律（昭和４４年法律第

４６号。以下「租税条約実施特例法」

という。）第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等については、第

３２条及び第３３条の３の規定にかか

わらず、他の所得と区分し、その前年

中の同項に規定する条約適用利子等の

額（以下この項において「条約適用利

子等の額」という。）に対し、条約適用

利子等の額（次項第１号の規定により

読み替えられた第３３条の２の規定の

適用がある場合には、その適用後の金

額）に１００分の５の税率から同法第

３条の２の２第１項に規定する限度税

率（第３項において「限度税率」とい

う。）を控除して得た率に５分の３を乗

じて得た率（当該納税義務者が同条第

３項の規定の適用を受ける場合には、

１００分の３の税率）を乗じて計算し

た金額に相当する町民税の所得割を課

する。 

 ２ 前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

 ２ 前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

(3)  第３４条の規定の適用について

は、同条中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は附

則 第 ２ ０ 条 の ４ 第 １ 項 に 規 定 す る 条

約適用利子等の額」と、「若しくは山

林所得金額」とあるのは「若しくは山

林 所 得 金 額 若 し く は 租 税 条 約 等 実 施

特 例 法 第 ３ 条 の ２ 第 １ ６ 項 に 規 定 す

る特定利子に係る利子所得の金額、同

条 第 １ ８ 項 に 規 定 す る 特 定 収 益 分 配

に係る配当所得の金額、同条第２２項

に 規 定 す る 特 定 懸 賞 金 等 に 係 る 一 時

所 得 の 金 額 若 し く は 同 条 第 ２ ４ 項 に

規 定 す る 特 定 給 付 補 て ん 金 等 に 係 る

雑所得等の金額」とする。 

(3)  第３４条の規定の適用について

は、同条中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は附

則第２０条の４第１項に規定する条約

適用利子等の額」と、「若しくは山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額若しくは租税条約実施特例法第

３条の２第１６項に規定する特定利子

に係る利子所得の金額、同条第１８項

に規定する特定収益分配に係る配当所

得の金額、同条第２２項に規定する特

定懸賞金等に係る一時所得の金額若し

くは同条第２４項に規定する特定給付

補てん金等に係る雑所得等の金額」と

する。 

(4) 略 (4) 略 

３ 所得割の納税義務者が支払を受ける ３ 所得割の納税義務者が支払を受ける
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べ き 租 税 条 約 等 実 施 特 例 法 第 ３ 条 の

２ の ２ 第 １ ２ 項 に 規 定 す る 条 約 適 用

配当等（次項において「条約適用配当

等」という。）については、第３２条

第 ３ 項 及 び 第 ４ 項 の 規 定 は 適 用 し な

い。この場合において、当該条約適用

配当等については、第３２条及び第３

３条の３の規定にかかわらず、他の所

得と区分し、その前年中の同法第３条

の ２ の ２ 第 １ ２ 項 に 規 定 す る 条 約 適

用 配 当 等 の 額 （ 以 下 こ の 項 に お い て

「条約適用配当等の額」という。）に

対し、条約適用配当等の額（第５項第

１ 号 の 規 定 に よ り 読 み 替 え ら れ た 第

３ ３ 条 の ２ の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合

には、その適用後の金額）に１００分

の ５ の 税 率 か ら 限 度 税 率 を 控 除 し て

得た率に５分の３を乗じて得た率（当

該 納 税 義 務 者 が 同 法 第 ３ 条 の ２ の ２

第 ３ 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 場 合 に

は、１００分の３の税率）を乗じて計

算 し た 金 額 に 相 当 す る 町 民 税 の 所 得

割を課する。 

べき租税条約実施特例法第３条の２の

２第１２項に規定する条約適用配当等

（次項において「条約適用配当等」と

いう。）については、第３２条第３項及

び第４項の規定は適用しない。この場

合において、当該条約適用配当等につ

いては、第３２条及び第３３条の３の

規定にかかわらず、他の所得と区分し、

その前年中の同法第３条の２の２第１

２ 項 に 規 定 す る 条 約 適 用 配 当 等 の 額

（以下この項において「条約適用配当

等の額」という。）に対し、条約適用配

当等の額（第５項第１号の規定により

読み替えられた第３３条の２の規定の

適用がある場合には、その適用後の金

額）に１００分の５の税率から限度税

率を控除して得た率に５分の３を乗じ

て得た率（当該納税義務者が同法第３

条の２の２第３項の規定の適用を受け

る場合には、１００分の３の税率）を

乗じて計算した金額に相当する町民税

の所得割を課する。 

４ 略 ４ 略 

 ５ 第３項後段の規定の適用がある場合

には、次に定めるところによる。 

 ５ 第３項後段の規定の適用がある場合

には、次に定めるところによる。 

 (1)及び(2) 略  (1)及び(2) 略 

 (3)  第 ３ ４ 条 の 規 定 の 適 用 に つ い て

は、同条中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は附

則 第 ２ ０ 条 の ４ 第 ３ 項 に 規 定 す る 条

約適用配当等の額」と、「若しくは山

林所得金額」とあるのは「若しくは山

林 所 得 金 額 若 し く は 租 税 条 約 等 実 施

特 例 法 第 ３ 条 の ２ 第 ２ ０ 項 に 規 定 す

る 申 告 不 要 特 定 配 当 等 に 係 る 配 当 所

得の金額」とする。 

 (3) 第３４条の規定の適用については、

同条中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は附則第

２０条の４第３項に規定する条約適用

配当等の額」と、「若しくは山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金

額若しくは租税条約実施特例法第３条

の２第２０項に規定する申告不要特定

配当等に係る配当所得の金額」とする。 

 (4) 略  (4) 略 

 ６ 租税条約等実施特例法第３条の２の

２第１項の規定の適用がある場合（第

３ 項 後 段 の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 を

除く。）における第３３条の９の規定

 ６ 租税条約実施特例法第３条の２の２

第１項の規定の適用がある場合（第３

項 後 段 の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 を 除

く。）における第３３条の９の規定の適
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の適用については、同項第１号中「又

は同条第６項」とあるのは「若しくは

附 則 第 ２ ０ 条 の ４ 第 ３ 項 に 規 定 す る

条約適用配当等（以下「条約適用配当

等」という。）に係る所得が生じた年

の 翌 年 の ４ 月 １ 日 の 属 す る 年 度 分 の

第 ３ ５ 条 の ２ 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申

告書（その提出期限後において町民税

の 納 税 通 知 書 が 送 達 さ れ る 時 ま で に

提 出 さ れ た も の 及 び そ の 時 ま で に 提

出 さ れ た 第 ３ ５ 条 の ３ 第 １ 項 の 確 定

申告書を含む。）にこの項の規定の適

用 を 受 け よ う と す る 旨 及 び 当 該 条 約

適 用 配 当 等 に 係 る 所 得 の 明 細 に 関 す

る事項の記載がある場合（これらの申

告 書 に こ れ ら の 記 載 が な い こ と に つ

い て や む を 得 な い 理 由 が あ る と 町 長

が認めるときを含む。）であって、当

該 条 約 適 用 配 当 等 に 係 る 所 得 の 金 額

の 計 算 の 基 礎 と な っ た 条 約 適 用 配 当

等 の 額 に つ い て 租 税 条 約 等 の 実 施 に

伴う所得税法、法人税法及び地方税法

の特例等に関する法律（昭和４４年法

律第４６号。以下「租税条約等実施特

例法」という。）第３条の２の２第１

項 の 規 定 及 び 法 第 ２ 章 第 １ 節 第 ５ 款

の 規 定 に よ り 配 当 割 額 を 課 さ れ た と

き、又は第３２条第６項」と、同条第

３項中「法第３７条の４」とあるのは

「 租 税 条 約 等 実 施 特 例 法 第 ３ 条 の ２

の ２ 第 ９ 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て

適用される法第３７条の４」とする。 

用については、同項第１号中「又は同

条第６項」とあるのは「若しくは附則

第２０条の４第３項に規定する条約適

用配当等（以下「条約適用配当等」と

いう。）に係る所得が生じた年の翌年の

４月１日の属する年度分の第３５条の

２第１項の規定による申告書（その提

出期限後において町民税の納税通知書

が送達される時までに提出されたもの

及びその時までに提出された第３５条

の３第１項の確定申告書を含む。）にこ

の項の規定の適用を受けようとする旨

及び当該条約適用配当等に係る所得の

明 細 に 関 す る 事 項 の 記 載 が あ る 場 合

（これらの申告書にこれらの記載がな

いことについてやむを得ない理由があ

ると町長が認めるときを含む。）であっ

て、当該条約適用配当等に係る所得の

金額の計算の基礎となった条約適用配

当等の額について租税条約の実施に伴

う所得税法、法人税法及び地方税法の

特例等に関する法律（昭和４４年法律

第４６号。以下「租税条約実施特例法」

という。）第３条の２の２第１項の規定

及び法第２章第１節第５款の規定によ

り配当割額を課されたとき、又は第３

２条第６項」と、同条第３項中「法第

３７条の４」とあるのは「租税条約実

施特例法第３条の２の２第９項の規定

により読み替えて適用される法第３７

条の４」とする。 

 （保険料に係る個人の町民税の課税の特

例） 

 （保険料に係る個人の町民税の課税の特

例） 

第２０条の５ 所 得 割 の 納 税 義 務 者 が 支

払った又は控除される保険料（租税条

約 等 実 施 特 例 法 第 ５ 条 の ２ 第 １ 項 に

規定する保険料をいう。）については、

法 第 ３ １ ４ 条 の ２ 第 １ 項 第 ３ 号 に 規

定する社会保険料とみなして、この条

例の規定を適用する。 

第２０条の５ 所 得 割 の 納 税 義 務 者 が 支

払った又は控除される保険料（租税条

約実施特例法第５条の２第１項に規定

する保険料をいう。）については、法第

３１４条の２第１項第３号に規定する

社会保険料とみなして、この条例の規

定を適用する。 

 ２ 略  ２ 略 
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平成２２年度町税条例の一部改正要旨 

 
１ 改正の目的 

地方税法等の一部改正に伴い、町民税の扶養控除の見直しに係る措置、た

ばこ税の税率の見直し等、所要の整備を図る必要があるため改正するもので

す。 
 
２ 改正の概要 

（住民税）                                    

(1) 扶養情報の把握方法の維持 
扶養控除の見直しにより、所得税法上は年少扶養親族の情報を収集しな

いこととなります。しかしながら、住民税においては非課税限度額の算定

のため、引き続き子の扶養情報が必要なことから、情報収集の根拠を条例

で定め、現行の仕組みを維持することとします。 
【参考】 

地方税法の改正による扶養控除の改正点 
○16 歳未満の扶養親族に係る扶養控除（33 万円）を廃止します。 
○16 歳以上 19 歳未満の特定扶養親族に係る扶養控除の上乗せ分（12

万円）を廃止し、扶養控除の額を 33 万円とします。 
○上記の改正は、平成 24 年度分以後の個人住民税について適用されま

す。 
  

(2) ６５歳未満の年金所得に係る徴収方法 
昨年１０月から年金所得の特別徴収が開始されましたが、６５歳未満の

方は年金からの特別徴収に対応できず普通徴収となりました。これを今回

の改正で、６５歳未満で給与所得のある方は、給与所得に年金所得を合算

し特別徴収することができるとする、元の形に戻すことになります。 
 

 (3) 非課税口座内上場株式等の譲渡に係る町民税の所得計算の特例 
   平成２４年から上場株式の２０％課税が本則税率となりますが、個人の

株式市場への参加を促進する観点から、これに合わせ非課税口座内の少額

上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置が導入されます。 
   この改正に伴い、株式譲渡に係る個人町民税の所得計算の特例を定めた

ものです。 
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（たばこ税） 
たばこ税の税率を平成２２年１０月１日から次のとおりとします。 

  1,000 本につき （現行) 3,298 円 →（改正後）4,618 円 
   （旧３級品紙巻きたばこの特例） 

1,000 本につき  （現行) 1,564 円 →（改正後）2,190 円 
 
なお、経過措置として、指定日現在に町内において、販売目的でたばこ

を所持している小売業者等に町たばこ税を課すもので、この場合の課税標

準額は新旧税率の差額となります。（手持ち品課税） 
○税率 1,000 本につき 1,320 円（旧３級品紙巻きたばこは 626 円） 
○申告書の提出期限  指定日の 1 か月以内 
○納付期限      平成 23 年 3 月 31 日 


